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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期  8,214  △17.2  325  △4.5  336  △13.8  366  5.2

24年３月期  9,921  △2.9  340  60.7  390  62.5  348  83.8

（注）包括利益 25年３月期 398百万円 （ ％） 12.8   24年３月期 353百万円 （ ％） 77.1

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

25年３月期  5,838.50  5,820.02  6.8  5.3  4.0

24年３月期  5,573.09  5,534.50  7.0  6.4  3.4

（参考）持分法投資損益 25年３月期 0百万円   24年３月期 29百万円 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年３月期  6,586  5,591  84.7  88,507.94

24年３月期  6,208  5,186  83.5  82,817.97

（参考）自己資本 25年３月期 5,581百万円   24年３月期 5,182百万円

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

25年３月期  597  △780  △9  2,265

24年３月期  410  163  △81  2,450

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 －  0.00 － 0.00 0.00  － － －

25年３月期 －  0.00 － 1,500.00 1,500.00  94 25.7 1.8

26年３月期（予想） －  0.00 － 1,500.00 1,500.00   37.8  

３．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  3,300  △22.5  120  2.6  105  △25.2  80  △39.1  1,268.59

通期  7,500  △8.7  350  7.6  300  △11.0  250  △31.9  3,964.35



※  注記事項 

  
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

  

  

  
（３）発行済株式数（普通株式） 

  
（参考）個別業績の概要 

１．平成25年３月期の個別業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日） 

  

  
（２）個別財政状態 

  
※  監査手続の実施状況に関する表示 

  
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：  無   

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無

③  会計上の見積りの変更                ： 有

④  修正再表示                          ： 無

（注）「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第14条の７（会計方針の変更を会計上の見積りの

変更と区別することが困難な場合）に該当するものであります。詳細は、添付資料Ｐ．15「４．連結財務諸表

（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年３月期 63,070株 24年３月期 62,586株

②  期末自己株式数 25年３月期 8株 24年３月期 8株

③  期中平均株式数 25年３月期 62,839株 24年３月期 62,561株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期  7,976  △17.7  300  △1.9  312  △4.7  345  20.4

24年３月期  9,694  △3.5  305  30.3  328  32.7  287  32.5

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

25年３月期  5,500.63  5,483.22

24年３月期  4,588.10  4,556.33

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年３月期  6,397  5,507  86.1  87,334.20

24年３月期  6,052  5,139  84.9  82,070.64

（参考）自己資本 25年３月期 5,507百万円   24年３月期 5,135百万円

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結財務諸

表に対する監査手続が実施中です。

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項等については、添付資料Ｐ．２「１．経営成績・財政状態に関する分析（1）経営成績に関する分析」をご覧

ください。
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（１）経営成績に関する分析 

売上高 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、震災からの復興需要等を背景に緩やかな回復基調となっていたものの、長

期化する円高、欧州債務問題に伴う対外経済環境の不確実性等もあり、先行き不透明な状況が続きました。しかし、

昨年末の政権交代による経済政策等への期待感から、円高の修正や株価の上昇など一部に景気回復への動きが見られ

るようになりました。 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比（以下、「前年度比」といいます）17.2％減の8,214百万円となり

ました。需要が最も高まる年度末にかけて、利益率の高いディスプレー広告収入が前年度以上の伸びを見せたもの

の、リスティング広告及び音楽系サービスが減収になる等、従来型サービスの好・不調が分かれる結果となりまし

た。 

  そのような状況下、従来型サービスの改善に加え、新たなオリジナルサービスの開発、事業モデルの転換を重要課

題として掲げ、期初より将来の成長布石となる戦略的な取り組みを進めて参りました。インドネシアにて現地の有力

財閥企業と提携し、ポイントプログラムサービスを開始したほか、アジア展開の拠点とすべくフィリピンに現地法人

を設立しました。また、合弁によるエンターテインメント事業の強化にも着手しました。 

 広告・課金事業につきましては、リスティング広告収入が減少しましたが、ディスプレー広告は前年度を上回る販

売を維持することができました。課金コンテンツでは、「電話占い」や有料のスマートフォンアプリが売上を伸ばし

たものの、音楽系サービスが伸び悩み、減収要因となりました。これらの結果、当セグメントの売上高は前年度比

7.0％減の5,034百万円となりました。 

  ブロードバンド事業につきましては、従来はＮＴＴ回線サービス「Ｂフレッツ」料金と当社のプロバイダーサービ

スをセットで販売するプラン（以下、「セット販売プラン」といいます）が売上の大半を占めておりましたが、プロ

バイダーサービスのみの販売プランへのシフトが加速した結果、当セグメントの売上高は29.4％減の3,180百万円と

なりました。 

  

セグメント売上高 

（単位：百万円）

  

  

営業利益 

 当連結会計年度の営業利益は、前年度比4.5％減の325百万円となりました。販売費及び一般管理費は減少したもの

の、売上総利益減少の影響（前年度比7.4％減）を補うには至りませんでした。広告・課金事業は増益となりました

が、ブロードバンド事業の減益及び海外展開や合弁事業等の先行投資的費用を含む全社費用の増加が利益を抑える要

因となりました。 

 セグメント別では、広告・課金事業は、19.2％増の908百万円となりました。売上高が減少する中、利益率の高い

ディスプレー広告の販売増や安定した課金サービスに支えられ、また、販売費及び一般管理費の削減により増益とな

りました。ブロードバンド事業は、47.1％減の146百万円となりました。通信系サービスのラインナップを拡充する

ための新規商品の取り扱い開始に伴う販売促進費の増加、通信系サービスとの関連が低くなった一部サービスの終

了等による利益の減少、セット販売プランにおいて費用計上の精緻化を図ったことによる追加費用の計上等により減

益となりました。 

  

１．経営成績・財政状態に関する分析

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減額 増減率 

 広告・課金事業  5,415  5,034  △380 ％ △7.0

 ブロードバンド事業  4,506  3,180  △1,326 ％ △29.4

 計   9,921  8,214  △1,706 ％ △17.2

 調整額  － － － －％ 

売上高合計  9,921  8,214  △1,706 ％ △17.2



  

セグメント利益（営業利益） 

（単位：百万円）

※１．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

当期純利益 

 当連結会計年度も資産の入替を継続してまいりました。関連会社を一社売却し、新たに一社設立したことによる持

分法による投資利益の減少、また前第４四半期連結会計期間の投資有価証券の償還による受取利息の減少により、営

業外損益は38百万円悪化しました。しかし、投資有価証券評価損及び減損損失等があった前連結会計年度に対し当連

結会計年度は大きな特別損失は無く、特別損益は39百万円好転しました。 

 当連結会計年度も法人税の負担はほとんどありませんが、課税所得を安定して生み出せる体質になったと判断し、

将来確実に見込まれる課税所得の範囲内で繰延税金資産39百万円を計上しました。その結果、当期純利益は前年度比

5.2％増の366百万円となりました。 

   

（２）次期の見通し 

 インターネット業界は、スマートデバイスの普及やSNS、クラウドサービスの進展に刺激され、多種多様なサービ

スが生まれています。当社といたしましても、この変革の波をチャンスと捉え、当社が取り組む様々なビジネスモデ

ルの一層の精錬化、差別化に注力いたします。 

具体的には、広告分野において、これまで当社が強みにしてきたTOP広告やタイアップ広告等の既存商品に加え、

成果型指標に対応した戦略広告商品を積極投入する事や、今後市場拡大が見込まれるスマートデバイスでの広告モデ

ルの構築等、市場のニーズに即応した商品戦略を強化いたします。 

また、広告収益の基盤となるメディア力強化の観点では、ユーザー目線を常に意識したサービス開発に注力する

とともに、「ニュース」「翻訳」「食（レシピやグルメ）」「Woman」等のカテゴリーキラーのサービス群における

差別化戦略実行にむけて積極的に経営リソースを投入してまいります。 

加えて、課金分野やブロードバンド分野においても、それぞれの分野で当社が長年確立してきた競争優位性をよ

り一層引き立たせ、収益改善に直結する具体的施策を展開してまいります。 

上述のように、広告・課金、ブロードバンド各事業における収益基盤強化策を強力に推進しつつ、次期では経費

先行が想定されるインドネシアでのポイント事業本格取組や、フィリピンのオフショア開発事業の立ち上げ、及び関

連会社である株式会社EVENTIFYと共同でのエンターテインメント事業の再強化等の先行布石プロジェクトも着実に遂

行し、来期以降の利益貢献にむけた収益基盤の確立に注力していく所存です。 

以上により、次期の連結売上高は 百万円、営業利益 百万円、経常利益 百万円、当期純利益 百万円

を見込んでおります。 

  

※業績予想に関する留意事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

  

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減額 増減率 

 広告・課金事業  761  908  146 ％ 19.2

 ブロードバンド事業  276  146  △130 ％ △47.1

 計  1,038  1,054  16 ％ 1.6

 調整額（管理部門の費用等）  △697  △729  △31 －％ 

セグメント利益合計  340  325  △15 ％ △4.5

7,500 350 300 250



（３）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における総資産は6,586百万円となり、前連結会計年度末に比べ377百万円増加しました。流動資

産は5,886百万円となり、前連結会計年度末に比べ150百万円増加しました。主な要因は、売掛金の回収等により現金

及び預金が増加したことに伴い、関係会社預け金を305百万円積み増したことであります。固定資産は700百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ226百万円増加しました。主な要因は、音楽関連会社の設立等に伴い投資有価証券が142

百万円増加したことであります。 

 当連結会計年度末における負債は995百万円となり、前連結会計年度末に比べ27百万円減少しました。主な要因

は、買掛金が前期比末65百万円減少したことであります。 

 純資産は、当期純利益の積み上げ等により利益剰余金が2,137百万円増加したこと等により、前連結会計年度末に

比べ405百万円増加し5,591百万円となりました。なお、この利益剰余金の増加には、平成24年６月26日開催の第15期

定時株主総会において承認可決されました資本剰余金から利益剰余金への振替額1,770百万円が含まれております

が、これは純資産の増加に影響しておりません。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から184百万円減少し2,265百万円となりまし

た。これは、営業活動による収入が597百万円、投資活動による支出が780百万円、財務活動による支出が９百万円あ

ったことよるものであります。当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度から186百万円増加し597百万円の収入となりました。これ

は主に、税金等調整前当期純利益が340百万円あったことに加え、前連結会計年度末に集中した売上が当連結会計年

度中に回収されたことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度から944百万円減少し780百万円の支出となりました。前連

結会計年度は投資有価証券の償還により300百万円の収入があったことに対し、当連結会計年度は音楽関連会社の設

立等のために139百万円を出資し、さらに関係会社への３ヶ月を超える預け入れにより500百万円を支出したことが主

因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の支出は９百万円（前連結会計年度は81百万円の支出）となりました。これは主にリース債務

の返済によるものであります。 

（単位：％）

＊自己資本比率＝自己資本÷総資産 

＊時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額÷総資産 

＊債務の返済に係る安全性指標につきましては、有利子負債がありませんので記載を省略しております。 

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、過去において生じました損失のため、誠に遺憾ながら配当を長期に亘り見送らざるを得ず、この間、株主

の皆様には大変なご迷惑をおかけしてまいりました。その間、当社では財務体質の改善に真摯に取り組んでまいりま

した。その結果、収益力が改善し、復配の体制が整ったと判断した平成24年の第15期定時株主総会において、資本準

備金等の額を減少し、利益剰余金に振り替える欠損填補を決議いただき、未処理損失を解消いたしました。平成25年

３月期の業績も堅調に推移し、通期における利益も確保できたことから、これまでの予想どおり、平成25年３月期の

期末配当予想につきましては、1株当たり1,500円とすることといたしました。なお、本件は平成25年６月開催予定の

第16期定時株主総会の決議をもちまして、正式に決定、実施する予定であります。 

 当社は、今後も会社の業績に応じた配当を行うことを基本としつつ、中期的な収益見通し及び将来の事業展開に備

えるための内部留保の充実等を勘案し、安定した配当の継続に努めていく方針であります。 

  

  平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率  67.2  76.6  80.3  83.5  84.7

時価ベースの自己資本比率  21.9  36.2  71.8  70.0  86.3



 当社は親会社である伊藤忠商事株式会社が形成する企業集団の「住生活・情報カンパニー」に属しており、同企業集団

においてインターネットを使った事業を展開しております。また当社は、子会社・関連会社と連携したサービスを提供し

ております。当社グループ（当社及び子会社・関連会社）の主な事業内容は以下のとおりです。 

 なお、平成24年７月31日付けで、関連会社であった株式会社ハッツ・アンリミテッドの全株式を売却いたしました。 

   

■広告・課金事業 

ポータルサイト運営、コンテンツ配信等 

■ブロードバンド事業 

インターネット接続サービス等 

  

 当社グループの構成及び企業集団における各社の位置付け並びに事業取引の系統図は以下のとおりです。 

 
  

・ビューティーナビ株式会社は、美容室のインターネット検索サイトを運営する事業会社で、平成19年６月15日及び平

成21年５月14日に当社は同社の第三者割当増資を引き受け子会社にいたしました。当社は同社の美容室情報を活用し

ポータルサイトコンテンツの充実を図っております。 

・平成24年12月１日、システム開発事業を展開する現地パートナーと共同で、フィリピンに子会社であるEXCITE MEDIA 

SERVICES PH,INC.を設立しました。現状展開している事業の強化および派生サービスの追加、今後新規展開してゆく

サービスの開発力の強化及び開発ノウハウの蓄積を目指します。 

・平成22年８月13日、旅行関連の情報サイトを運営する株式会社地球の歩き方Ｔ＆Ｅの株式を追加取得したことによ

り、同社は当社の関連会社となりました。これにより事業シナジーの向上をはかるものであります。なお、平成23年

１月14日に同社株式を追加取得し当社の出資比率は40.0％となりました。 

・平成24年４月17日、株式会社ファミマ・ドット・コム、株式会社スペースシャワーネットワークと共同で音楽関連事

業の専門会社である株式会社EVENTIFYを設立しました。また、平成25年２月21日、株式会社ファミリーマート、株式

会社ファミマ・ドット・コム、株式会社スペースシャワーネットワークと共同で同社の第三者割当を引き受け、当社

の出資比率は34.0％となりました。当社は同社との業務提携を通じて、チケットソリューション事業、ファンサポー

ト事業、イベント情報サービス事業等の拡大を目指します。 

  

２．企業集団の状況



（１）会社の経営の基本方針 

 当社は米インターネット企業の日本法人として1997年に設立され、我が国のインターネット利用の普及に合わせて

事業を発展させてきましたが、サービスのライフサイクルの早さや厳しい競争に直面する中、常にビジネスモデルの

スクラップ＆ビルドを繰り返しながら成長することを目指しております。一方、このような姿勢で経営に臨みながら

も、これまでに築いてきたポータルサイト運営者としての確固たるマーケットポジションを礎に、インターネットの

さらなる利便を追究することで、差別化と優位な展開につなげたい考えであります。関連業界や海外への進出も視野

に入れながら、ビジネスチャンスに挑戦し続けてまいります。 

  

（２）目標とする経営指標 

 インターネットビジネスは、会社規模にかかわらずスケーラブルで機動的な展開が可能な事業領域であり、利益率

や投資効率といった指標を経営の評価軸にしてまいります。 

  

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

 これからも一層の発展が見込まれるインターネット業界において、既存の広告・課金事業、ブロードバンド事業

共々、ユーザー視点に立った継続的なサービス品質向上活動による差別化戦略を推進しつつ、将来の成長基盤となる

新規サービスの開発や事業領域を拡大させることが当社の対処すべき課題となります。 

 新規サービス開発につきましては、既存のサービス基盤を最大限に活用しつつ、スマートフォン・タブレット等の

モバイルインターネット端末向けサービスの拡充や、Facebook、Twitterの台頭に象徴されるソーシャルネットワー

クとの連携、融合を図るとともに、各々のサービスに最適なマネタイズ策を展開し、収益の極大化を目指します。 

 事業領域の拡大につきましては、インドネシアでのポイントプログラム事業や、フィリピンでのオフショア開発事

業等、東南アジアを中心に海外展開を積極的に推進してまいります。 

 また、上記戦略実施に必要不可欠なエンジニア体制や情報セキュリティ体制、人材育成、内部統制等の経営管理体

制も継続的に強化してまいります。 

 安定した財務体質を支えに収益構造の改革をより強力に進めるほか、成長機会への投資として資金を有効に活用す

る所存です。 

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,143,835 1,153,507

売掛金 1,735,452 1,521,929

商品 － 5,176

貯蔵品 1,279 128

関係会社預け金 2,806,581 3,111,982

繰延税金資産 － 39,530

その他 51,107 60,480

貸倒引当金 △3,079 △6,631

流動資産合計 5,735,176 5,886,103

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,546 8,306

減価償却累計額 ※1  △2,041 ※1  △2,908

建物及び構築物（純額） 5,504 5,397

工具、器具及び備品 153,248 238,919

減価償却累計額 ※1  △105,514 ※1  △146,248

工具、器具及び備品（純額） 47,734 92,670

リース資産 83,057 5,074

減価償却累計額 ※1  △80,575 ※1  △3,523

リース資産（純額） 2,481 1,550

有形固定資産合計 55,719 99,619

無形固定資産   

ソフトウエア 70,975 117,393

その他 924 924

無形固定資産合計 71,900 118,317

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  269,186 ※2  411,825

破産更生債権等 54,542 56,048

敷金及び保証金 76,790 70,760

貸倒引当金 △54,542 △56,048

投資その他の資産合計 345,976 482,585

固定資産合計 473,596 700,522

資産合計 6,208,772 6,586,625



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 516,046 450,748

未払金 144,682 164,363

リース債務 20,337 932

未払法人税等 17,977 10,743

未払消費税等 3,163 13,518

賞与引当金 99,468 96,069

その他 206,937 235,407

流動負債合計 1,008,613 971,784

固定負債   

リース債務 1,730 797

繰延税金負債 12,138 22,454

固定負債合計 13,869 23,251

負債合計 1,022,482 995,036

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,233,997 3,237,682

資本剰余金 3,654,878 1,888,413

利益剰余金 △1,723,384 413,652

自己株式 △4,830 △4,830

株主資本合計 5,160,662 5,534,919

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 21,920 40,548

為替換算調整勘定 － 6,020

その他の包括利益累計額合計 21,920 46,568

新株予約権 3,706 －

少数株主持分 0 10,101

純資産合計 5,186,290 5,591,589

負債純資産合計 6,208,772 6,586,625



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
  連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 9,921,394 8,214,713

売上原価 5,776,174 4,375,496

売上総利益 4,145,219 3,839,216

販売費及び一般管理費 ※1  3,804,685 ※1  3,513,906

営業利益 340,533 325,310

営業外収益   

受取利息 13,198 5,997

受取配当金 4,003 4,833

持分法による投資利益 29,635 106

為替差益 337 1,101

その他 4,997 1,690

営業外収益合計 52,172 13,728

営業外費用   

支払利息 1,785 289

その他 165 1,753

営業外費用合計 1,951 2,042

経常利益 390,755 336,996

特別利益   

敷金及び保証金清算益 16,296 －

投資有価証券償還益 15,000 －

新株予約権戻入益 － 3,706

特別利益合計 31,296 3,706

特別損失   

固定資産除却損 ※2  790 ※2  579

減損損失 ※3  25,282 －

投資有価証券評価損 34,345 －

その他 6,872 －

特別損失合計 67,291 579

税金等調整前当期純利益 354,761 340,123

法人税、住民税及び事業税 6,100 6,146

法人税等調整額 － △39,530

法人税等合計 6,100 △33,383

少数株主損益調整前当期純利益 348,661 373,506

少数株主利益 0 6,620

当期純利益 348,660 366,885



  連結包括利益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 348,661 373,506

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 4,937 18,627

為替換算調整勘定 － 6,665

その他の包括利益合計 ※  4,937 ※  25,292

包括利益 353,598 398,799

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 353,597 391,533

少数株主に係る包括利益 0 7,265



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 3,233,327 3,233,997

当期変動額   

新株の発行 670 3,685

当期変動額合計 670 3,685

当期末残高 3,233,997 3,237,682

資本剰余金   

当期首残高 3,654,208 3,654,878

当期変動額   

新株の発行 670 3,685

欠損填補 － △1,770,151

当期変動額合計 670 △1,766,465

当期末残高 3,654,878 1,888,413

利益剰余金   

当期首残高 △2,072,044 △1,723,384

当期変動額   

当期純利益 348,660 366,885

欠損填補 － 1,770,151

当期変動額合計 348,660 2,137,037

当期末残高 △1,723,384 413,652

自己株式   

当期首残高 △4,830 △4,830

当期末残高 △4,830 △4,830

株主資本合計   

当期首残高 4,810,661 5,160,662

当期変動額   

新株の発行 1,340 7,371

当期純利益 348,660 366,885

当期変動額合計 350,000 374,257

当期末残高 5,160,662 5,534,919



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 16,983 21,920

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,937 18,627

当期変動額合計 4,937 18,627

当期末残高 21,920 40,548

為替換算調整勘定   

当期首残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 6,020

当期変動額合計 － 6,020

当期末残高 － 6,020

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 16,983 21,920

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,937 24,647

当期変動額合計 4,937 24,647

当期末残高 21,920 46,568

新株予約権   

当期首残高 3,612 3,706

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 94 △3,706

当期変動額合計 94 △3,706

当期末残高 3,706 －

少数株主持分   

当期首残高 － 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 10,100

当期変動額合計 0 10,100

当期末残高 0 10,101

純資産合計   

当期首残高 4,831,256 5,186,290

当期変動額   

新株の発行 1,340 7,371

当期純利益 348,660 366,885

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,032 31,041

当期変動額合計 355,033 405,298

当期末残高 5,186,290 5,591,589



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 354,761 340,123

減価償却費 56,799 48,426

ソフトウエア償却費 24,798 37,119

持分法による投資損益（△は益） △29,635 △106

賞与引当金の増減額（△は減少） △13,389 △3,398

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13,175 3,551

受取利息 △13,198 △5,997

受取配当金 △4,003 △4,833

支払利息 1,785 289

新株予約権戻入益 － △3,706

株式報酬費用 94 －

敷金及び保証金清算益 △16,296 －

固定資産除却損 790 579

減損損失 25,282 －

投資有価証券評価損益（△は益） 34,345 －

投資有価証券償還損益（△は益） △15,000 －

売上債権の増減額（△は増加） 71,536 213,522

たな卸資産の増減額（△は増加） 667 △4,024

その他の流動資産の増減額（△は増加） △15,292 △10,995

仕入債務の増減額（△は減少） △9,027 △65,297

未払金の増減額（△は減少） △19,127 15,602

未払費用の増減額（△は減少） △2,456 △21,856

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減
少）

2,055 △7,234

未払消費税等の増減額（△は減少） △25,302 9,576

その他の流動負債の増減額（△は減少） 5,587 52,206

小計 402,597 593,547

利息の受取額 11,969 5,853

配当金の受取額 3,787 4,718

利息の支払額 △1,785 △289

法人税等の支払額 △5,783 △6,146

営業活動によるキャッシュ・フロー 410,785 597,683

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △88,322 △139,341

投資有価証券の売却による収入 － 25,753

投資有価証券の償還による収入 300,000 －

有形固定資産の取得による支出 △48,946 △88,615

無形固定資産の取得による支出 △59,625 △79,234

無形固定資産の売却による収入 2,100 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △436

敷金及び保証金の回収による収入 58,779 1,762

関係会社預け金の預入による支出 － △500,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 163,984 △780,112

財務活動によるキャッシュ・フロー   

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △82,609 △19,369

株式の発行による収入 1,340 7,371

少数株主からの払込みによる収入 － 2,835

財務活動によるキャッシュ・フロー △81,268 △9,162

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 6,665

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 493,501 △184,927

現金及び現金同等物の期首残高 1,956,916 2,450,417

現金及び現金同等物の期末残高 ※  2,450,417 ※  2,265,490



 該当事項はありません。 

  

  

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数  ２社 

連結子会社の名称 

ビューティーナビ㈱ 

EXCITE MEDIA SERVICES PH,INC. 

 上記のうち、EXCITE MEDIA SERVICES PH,INC.については、当連結会計年度において新たに設立したため、

連結の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数  ２社 

 関連会社の名称 

 ㈱地球の歩き方Ｔ＆Ｅ 

 ㈱EVENTIFY 

 なお、㈱EVENTIFYについては、新たに株式を取得したことから、当連結会計年度より持分法適用の関連会

社に含めております。また、㈱ハッツ・アンリミテッドについては、全株式を売却したため、持分法適用の

範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

②  たな卸資産 

イ．商品  

移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定)を採用しております。 

ロ．貯蔵品  

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定)を採用しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び

構築物については、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物     ３～22年 

工具、器具及び備品   ２～15年 

②  無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、当社グループにおける見込利用可能期間（１～５年）に基づい

ております。 

③  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(5）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）



(3）重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を算定しております。 

②  賞与引当金 

役員及び従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株

主持分に含めて計上しております。 

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

   

  

（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の減価償却費が 千円減少し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ 千円増加しております。  

  

  

※１ 減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 

  

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

（会計方針の変更）

4,176

4,176

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

投資有価証券（株式） 千円 124,516 千円 225,870

（連結損益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

給与手当  千円 1,271,006 千円 1,285,429

業務委託費   871,255  816,918

減価償却費   52,391  41,696

ソフトウエア償却費   24,715  37,119

貸倒引当金繰入額   △502  3,593

賞与引当金繰入額   96,018  96,069



  

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

※３ 減損損失 

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

※上記資産を有する場所は、東京都港区であります。 

 当社グループは、原則として、事業用資産については事業単位を基準としてグルーピングを行っており、遊休資

産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。 

 当連結会計年度において、資産グループ毎に不採算案件に紐付く資産及び遊休資産を特定し、回収可能価額まで

減額しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを ％で割り引

いて算定しております。 

  

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

  

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

工具、器具及び備品 千円 61 －千円 

ソフトウエア  729  579

計  790  579

資産グループ又は用途（供用する事業） 資産の種類 減損金額 

音楽コンテンツ配信事業 ソフトウェア  千円  282

クーポンサイト事業 権利金  千円  24,999

10

（連結包括利益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

その他有価証券評価差額金： 

当期発生額 千円 20,419 千円 28,942

組替調整額  △15,000 － 

税効果調整前  5,419  28,942

税効果額  △482  △10,315

その他有価証券評価差額金  4,937  18,627

為替換算調整勘定：     

当期発生額 －  6,665

その他の包括利益合計  4,937  25,292



前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使によるものです。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使によるものです。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

（１）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式(注)  62,498  88 －  62,586

合計  62,498  88 －  62,586

自己株式         

普通株式  8 － －  8

合計  8 － －  8

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 
ストック・オプション 

としての新株予約権 
－ － － － －  3,706

合計 － － － － －  3,706

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式(注)  62,586  484 －  63,070

合計  62,586  484 －  63,070

自己株式         

普通株式  8 － －  8

合計  8 － －  8

   

   

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  94,593 利益剰余金  1,500 平成25年３月31日 平成25年６月27日



※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（注) 関係会社預け金は、余裕資金を親会社である伊藤忠商事㈱に預け入れており、預入れ期間が３ヶ月以内の関

係会社預け金については、現金及び現金同等物の扱いとしております。  

  

  

１．報告セグメントの概要 
当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、前連結会計年度より、事業の統括体制を参入市場別に改めました。サービス間の連携を高めることで

消費者ニーズに応えていく戦略です。それに伴い報告セグメントの区分を見直しました。 

その結果、「広告・課金事業」、「ブロードバンド事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「広告・課金事業」は、メディア事業や有料サービスを中心とし、Webユーザーに対し様々な情報やコンテンツ

を提供する営業活動です。一方、「ブロードバンド事業」は、インターネット利用の基幹的なサービスとなるプ

ロバイダー事業を営んでおります。 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。 
  
３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 
（単位：千円）

（注）１.セグメント利益の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用 千円
であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
３.セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはな

っていないため記載しておりません。ただし、配分されていない償却資産の減価償却費は、合理的な配
賦基準で各報告セグメントへ配賦しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

現金及び預金勘定 1,143,835千円 1,153,507千円 

預入れ期間が３ヶ月以内の関係会社預け金勘定(注) 1,306,581  1,111,982  

現金及び現金同等物 2,450,417  2,265,490  

（セグメント情報等）

セグメント情報

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

連結財務諸表 
計上額 
（注）２ 

広告・課金 
事業 

ブ ロ ー ド バ ン ド

事業 
合計 

売上高  

外部顧客への売上高  5,415,158  4,506,235  9,921,394 －  9,921,394

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － 

計  5,415,158  4,506,235  9,921,394 －  9,921,394

セグメント利益  761,989  276,324  1,038,314  △697,780  340,533

その他の項目  

減価償却費  69,476  3,835  73,311  8,286  81,598

△697,780 △697,780



  

当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 
（単位：千円）

（注）１.セグメント利益の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用 千円
であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
３.セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはな

っていないため記載しておりません。ただし、配分されていない償却資産の減価償却費は、合理的な配
賦基準で各報告セグメントへ配賦しております。 

  

  

（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度のセグメント利益が、「広告・課金事業」で 千円、

「ブロードバンド事業」で 千円それぞれ増加し、調整額が 千円減少しております。  

  

  

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

連結財務諸表 
計上額 
（注）２ 

広告・課金 
事業 

ブ ロ ー ド バ ン ド

事業 
合計 

売上高  

外部顧客への売上高  5,034,490  3,180,222  8,214,713 －  8,214,713

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － 

計  5,034,490  3,180,222  8,214,713 －  8,214,713

セグメント利益  908,175  146,253  1,054,428  △729,118  325,310

その他の項目  

減価償却費  65,708  5,887  71,595  13,950  85,546

△729,118 △729,118

3,523

317 334



  （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 82,817.97 円 88,507.94

１株当たり当期純利益金額 円 5,573.09 円 5,838.50

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 5,534.50 円 5,820.02

項目 
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益金額（千円）  348,660  366,885

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益金額（千円）  348,660  366,885

期中平均株式数（株）  62,561.44  62,839.09

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株）  436  199

（うち新株予約権）  (436)  (199)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要 

 新株予約権 ３種類 

（新株予約権の数  株） 256

新株予約権 ２種類 

（新株予約権の数  株） 246

（重要な後発事象）



（１）役員の異動  

開示内容が定まった時点で開示いたします。 

  

（２）その他  

該当事項はありません。 

５．その他
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